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勤務時間の適正化に向けた業務改善は、 管理職研修などでも課題と されてきたが、 多く は校長のリーダーシップや、 組
織活性化に向けた取組を重視する内容であった。 しかし学校において、 校長の指示や判断のもと、 実質的に業務の指揮や
指導に携わるのは教頭である。 そこで本研究は、 組織の要と して校務の集中する教頭について、 自身の業務改善の取り組
み事例や、 教職員への指導支援の在り方などを調査した。 いずれの教頭も、 会議のルール化による会議時間の効率化や、
事務量の削減や教職員間の情報共有化に向け、 率先してICT を活用するなどしつつ、 苦労や工夫と合わせた 「多忙」 の
様子も明らかとなった。 いつぽう、 それぞれの改善効果については、 「多忙」 ゆえに感覚的なと らえ方にと どまり、 取組
の有効性の検証 ・ 反省などには至っていない様子も明らかとなった。 今後の課題と して、 勤務時間の適正化に向けた実践
についての評価基準をより明確にすることを指摘した。 
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ー はじめに
教員の多忙化解消は喫緊の課題である。 2013年の
OECD による国際教貝指導環境調査 (TALIS) において、
日本の教員の 1 週間当たりの勤務時間は参加国最長 ( 日
本53.9時間、 参加国平均38.3時間 ) であった。 神林
(2015a) はこのデータの比較分析から、 日本の教師が授
業以外のあらゆる業務に多 く の時間を割いているこ と
(周辺的職務の多さ) 、 さらには課外活動や生徒指導の長
さが業務満足度の低さにつながっているこ とを指摘して
いる。 児童生従 ・ 保護者の多様な課題への対応からく る




心から、 働き方改革実現会議は平成29年 3 月28 日に 「働
き方改革実行計画」 を決定し、 経営者や組織の管理職に
長時間労働の是正を求めている。
東京大学 (2007) をはじめ、 教員の業務についてはさ
まざまな調査が行われており、 教科指導、 生徒指導、 校
務分掌上の諸活動 ・ 事務、 学級担任としての各種学級業
務 ・ 事務、 さらに中学校では部活動指導などに加え、 近
年では地域や保護者対応なども加わり、 仕事が多 く かつ
幅広いことが知られている。 こう した現状の中で、 学校
管理職 (校長 ・ 教頭) は、 学校教育目標達成に向けた取
組に加え、 各種課題解決や学校行事を含む各種タイムマ





多忙の時期的な変遷をまとめた神林 (2015b) は、 教
員勤務実態に関する調査結果の比較分析を通じて、 多忙
化の議論にみられる 「事務処理等の周辺的職務の量的負




これは、多忙化の解消について、 いわゆる 「本務」 にか
かる働き方について何らかの対策を施す必要があるこ と




また樋口 (2013) のように 「働き方」 「働かせ方」 への
政策的な関与を志向する論考もみられるが、 日常的な学
校マネジメ ント局面に近いところでの 「働き方」 「働か
せ方」 への関わりについては、 各論的な指摘は散見され
るものの、 十分な整理は行われていない。





果性が期待できる。 しかし一方では、 そう した仕事の性
質ゆえに教頭職の業務量 ・ 勤務時間が一番重いという結
果が、 これまでの調査からは報告されている。 またそう
した 「教頭は忙しい」 という状況が固定化し、 さらにマ
スコミ等を通じて認識が共有化されつつある状況は、 教
頭試験の受験者減少にもつながっており、 一部の教育委
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個人と組織の 「働き方」 について分析を行う とともに、
個人レベル ・ 組織レベルの業務改善について成果の検証
が求められつつある。 量的な調査 ・ 分析にもとづく多忙
解消の構造化と改善案提示については、 青木ら (2012) 
のよう に進捗がある一方で、 現場レベル(単位学校レベ
ル ・ 複数学校レベル ・ 教育委員会レベル) で 「働き方」
「働かせ方」 に接近するよう な多忙解消策の提案も求め






コ ミ ュニケーシ ョ ンにおいても職員組織の要となる(そ
れゆえに組織内でも最も多忙となる) 教頭から、 自身の
働き方の工夫や、学校現場の実態、業務改善に効果のあっ









A市立小 ・ 中学校の小規模校(各学年が単学級) および
中規模校 (各学年が2 学級以上) に勤務する、 経験3 年
以上の教頭に対して聞き取り調査を行った (聞き取り調
査は、平成29年 2 月27日から3 月 3 日までの期間に実施
した)。 調査対象者の勤務校 (小 ・ 中学校および小規模
校 ・ 中規模校) の内訳は表 1 に示した。 
表1 聞き取り調査対象者 ( 3 年以上勤務の教頭職) の
勤務校
l 小 校l 十 E lフ 
小学 交l 3 ( 1 ) l 
r f 交 l 3 ( 1 ) l l 
言一 l 6 ( 2 ) l 
( ) 内女性
(1 ) 教頭への聞き取り調査





的な指導 ・ 支援を求めている。 そこで、 学校の要と して
の活動が期待される教頭に対して、 近年指摘されること
の多い代表的な業務改善項目である 「会議時間の工夫」
「ノ ー残業デー、 ノ ー会議デー、 ノ ー部活デーの運用」
「行事のスケジュール管理」 「有給休暇の取得促進」 「校
内連携による業務サポート」 といった項日について、 現
状での取組状況と、 今後の取組予定について質問した 0 










「 感じていな い 
小学; l 交 6 2 
l キr学校 5 3 
言 l 十 11 5 
では、 会議時間が長いと感じている教頭は会議時間短
縮のためどのよう な工夫をしているのか、 再質問した結
果の回答は以下のよう になった 0 
一部からは 「具体的な手法はとれていないが、 会議開
始 ・ 終了時間の設定だけは守るよう に努めている」 「資
料の事前配付、 論点整理による会議時間縮減のルールづ




ごとの紙フ ァイルや、 サーバ内のフ ォルダなどを探 し回
る時間が減っているよう に思う といった感想が得られた。 
また 「会議で何を決めたいのかを、 必ず事前に聞き取る」
ほか 「会議の方向性を決定してから、 趣旨とともに提案
させるよう にした」 といった工夫では、 それまで会議の
進行について教員間のルール化ができていなかったため、
提案者から 「どう しましよう」 といった発言が出ていた
が、 それがなく なったという。 さらに 「職貝会議をはじ
め、 協議が必要な会議の資料等のペーパーレス化に努め
る」 「決定事項等は校内ネッ ト ワーク上のフォルダに保
存し、 いつでも活用できるようにしている (紙媒体が必




ついては、 「議題を初めて知つた」 や 「今日初めて議題
を見せられて (協議のための手持ち資料もなく) 、 すぐ
に話し合いをするのは無理」 といった教員の声がなく な
教頭によ る学校組織の多忙化対策
り、 会議の本題にスムーズに入れるよう になった、 といっ
た効果が挙げられていた。 これらの取り組みについては、
少しずつではあるが、 会議時間が短く なっているこ とを
実感しているよう であったC
② 「ノ ー残業デー、 ノ ー会議デー、 ノ ー部活デ 」ー の運用
意図的に残業、 会議、 部活の発生しない日を作る、 と
いう取り組みは、 調査対象となったすべての学校で実施
されていた (表 3 )。 
表 3 ノ ー残業デー、 ノ ー会議デー、 ノ ー部活デーの
設置について
ノー残 iデー l ノー部活デー
施し 
、ない 
,l しl l 、る 












小学, r , o f 0 、父
中学校 o f 0 5
言十 o f 0 5




られている。 また、 水曜日をノ ー部活デーと して定めて
おり、 退勤しやすく なるよう工夫している」 といった学
校もあったが、 実際には職員会議 ・ 学年会議 ・ 校内研修
などの会議を水曜日に行っているため、 必ずしも定時退
勤が全ての水曜日に行われている状況にはない、 との回
答があった。 また、 定時退動日と定めても、 どう しても
遅く まで残る教員には、 「来週は、 定時退勤日には、 早
く帰れるよう にしてく ださい。」 と付箋に記し、 該当教
員の机上にそっとおく よう にしている、 といった工夫も
あったが、 効果を実感するものとはなっていなかった。
いつぽうで、 「定時退動日の意識化を目的と して職員
室のボー ドやグループウェ アの予定表に明示する」 とい





け、 管理職も厳守するよう に努めている」 といった工夫
や、「会議がある水曜日には、 『遅く とも0 0 時には退勤
を。 0 時に閉めます』 と具体的に呼びかけ、 帰りやすい















小学; 交 l 3 0 
t 交 l 2 0 -J l 




を問う たとこ ろ、 下記のよう な工夫が得られた。
ひとつは 「職員室の全職員が常に目にする場所に、A 

















の取得は難しいよう に思う」 といつたよう に、 現状での
取得状況にそれほど問題意識を感じていない回答も日立っ
た。
いつぽう、 「スケジュール管理を日的と して、 前年度
実施したデータ フ ァイルのフ ォルダを担当者に事前に知
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られた (表 5 )。 
表 5 学年間、 教科間等の連携によるサポート体制の
強化促進について




小学校 l 4 
交 l 0 l 
言一 一 l 4 
では、 上記のよう なサポート体制の運用において、 そ
れぞれの教頭がどのよう な工夫をしているのかについて
質問をしたところ、 下記のよう な回答であった。 
まず 「中学校では、 学年単位での行事等が多いため、
学年間の連携はとれている」 「同教科間の打ち合わせや、











と しての取組において、 『学年層』 の会議に率先して参
加し、 教頭と して他学年層との関わり を調整する」 「校
内研修として 『一人一研究授業』 を進める中で、研修担
当教員が児童の実態からかけ離れた 『遠大な日標』 を設
定したり、 教科指導で求めるポイ ント とは別の方向にこ
だわる授業を目指している場合において、 時間設定を考



















ている」 と、 授業を通じた組織開発や、 「若い教員と経







の工夫についても聞き取り を行った。 以下、 得られた回
答を整理する。
管理職の声掛けを通じた周知と しては 「健康管理 (長
時間労働の弊害) とコスト感覚の意識づけに努めている」
や 「長時間労働による労災等の事例について日頃から話
題にしている」 といつたものがあった。 特に 「時間を守
るという ルールづく りについて、 話すよう にしている」
「管理職もプライベート タイ ムのあること を伝え帰宅す
るよう にしている」 「定時退勤日の意識づけのため、 公
私の区別、 勤務時間内と時間外の区別を明らかにするな
どの声掛けをしている」 など、 場面に応じた声掛けには
効果を感じる意見がみられた。 一方で 「時間外に 『まだ
帰れません、 仕事があります』 という発言が、 周囲を巻
き込んでいると気づかせたい」 とあるよう に、 職場内で
の発言 ・ 行動にかかる課題を指摘するものもあった。








価を活用した行事の精選 ・ 見直しの中で 『行事を行う こ
と、 行わないこ とで期待される効果は何か』 『昨年通り
でよいのか』 を職貝会議などの公の場で明らかにしてい
く よう努める」 のように、 投入時間と効果を比較考量す
る視点を指摘し、 職貝に問う といった動きもみられた。
とはいえ、 現実的には 「定時退勤日を増加することは、









を行う よう にしたい」 といった評価や検証が挙げられて





場面もあるため)」 という よう に、 共通基準を待望する
声もみられた。
同様に、 ノ ー部活デーや定時退勤日について、 「A市
校長会として定時退勤の日を定める」 という形で足並み
をそろえる大切さも指摘されていた。 現状は各校によっ
てノ ー部活デー、 定時退勤日にばらつきがあるが、 これ
は部の活動場所調整などの各校固有の事情があるためで
ある。 こう した中、 「働き方改革」 を追い風に、 校長会
と して日を定め、 実施率を公表してはどう か、 との声が
あった。 なお、 これについては、 「12月~ 2月 (願書提
出まで) の受験シーズンは、3 年生集団で定時退勤、 ノー











このよう に、 教頭職を3 年以上経験している者への聞
き取り を行った結果、 いずれの教頭も、 勤務時間の適正
化に向けたさまざまな取り組みを行っていることが分かっ
た。 また、 教頭職に至るキャリアでの(教論職の) 経験
もあり、 学校の文化(組織文化) を理解した上で、 今ま
で教論職では気づかなかった業務改善の必要性を感じて
いる様子も明らかになった。 さらに言えば、 教育委員会
から求められる調査 ・ 提出資料の作成や、 教職員との関
係性など、 管理職になって具現化してく る苦労や工夫と
あわせた 「多忙」 の様子もうかがえた。 
しかしながら、 業務改善を目的に、 率先してICT を
活用して事務量を削減したり、 ペーパーレス化や、 ノ ー
残業デー、 ノ ー会議デー、 ノ ー部活デー等を試みるなど
の工夫がされる一方で、 それぞれの改善効果を感覚的な






る項目も見出された。 そこで、 そう した有効な働きかけ
を、 ①定時退勤日の創設 ・ 増加と教頭の役割、 ②年次有
給休暇の取得の促進、 ③学年間、 教科間等の連携による
担当者へのサポート体制の強化の3 つの項日に整理し、
具体的な取組内容を以下にま とめた c 
3 聞き取り調査のからみえる 「効果のある取組」
(1 ) 定時退勤日の創設・ 増加にむけて
学校規模、 地域を問わず、 児童生徒の状況や保護者や
社会からの要請が多様化 ・ 高度化する中で、 教職員の職
務が増加傾向にあることが示され、 教職員の勤務時間の
適正化は課題である。 そのため、 各都道府県教委、 市町
教委は、 動務時間の適正化に向けた取り組みとして、 管
理職には、 「ノ ー部活デー」 「ノ ー会議デー」 「ノ ー残業
デー」 等を設置し、 教職員の定時退勤に向けた取り組み







理由に 「書類作成や整理が面倒」 「忙しい ・ 時間がない」
と してその場をしのぐことで、 結果的に他の教員の負担
を大き く している教員もいる。 学校現場は個業化が認め
られた職場でもあるため、 間題意識と課題への自覚が、
徹底しにく い職場でもある。 定時退勤に向けた取り組み
と して、 以下のよう なこ とが効果的であるとわかった 0 
① 会議 ・ 打ち合わせのルール ・ 時間の設定
いじめ問題や生徒指導上の問題行動といった急を要す
る事案への対応や、 不登校 ・ 発達障害等への対応なども
含め、 教職員の共通理解を図るための会議 ・ 打合せは重
要である。 学校現場では、 定期的な会議 ・ 打合せと緊急
を要する会議等が両方存在する。 危機対応に向けた緊急
の会議が必要であることを想定して、普段から会議のルー






礎情報、 問題となっているこ と をメモしたペーパー(A 











う に事前に調整をする。 また、 会議進行中に日的に意図
しない内容には逸れないよう、 管理職は進行のアシスト
を行う ことが肝要である。 











すいため、 近隣他校 (市内の小 ・ 中学校) で、 同時に






「ノ ー残業デー」 を設定しても、 「帰りたいけど仕事




退勤日の予定日 ・ 退勤時間などを掲示している。 しかし、
そのよう な掲示では、 一定の効果は見られるものの、 依
然と して全教員の完全実施にはつながりにく い。 真面目
な教員である反面、 そう した長時間仕事に打ち込むこと
で、 「教員はかく あるべし」 という これまでの学校文化
なり風土 (イ メ ージ) がある。 そう した教員には、 「今
日は 0 時に学校を出られますか」 と さり気ない声かけを
行う勇気を管理職は持たなければならない。 個人で対応
する仕事と、 組織で対応する仕事、 グループで動く とい
う概念、役割を分担することの必要性などについて、 個々
の教職貝に前向きに改善するよう職場風土と声かけを教








管理職と して年配教員、 若い教員、 また養護教論、 事務
職員などの一人職など、 すべての職種の教職員に対 して
公平 ・ 公正な一買した姿勢で臨むことであるc 
(2) 年次有給休暇の取得の促進
教頭の業務実態調査 ( 「学校現場における業務改善の
ためのガイ ドライ ン」(文部科学省2015) ) では、 「学校






促進するためには、 業務に追われるのではなく 、 計画的





談や報告事など、 教頭にはさま ざまな情報が集まる。 
「学校のこ とは全て教頭に聞けばわかる」 と言われるほ
どであり、 そう した中で、 経験3 年以上のいわゆるベテ
ラ ン教頭は、 各種問い合わせ、 アンケート調査への回答
を求められることを想定し、 年度当初に勤務校の基礎情








数値などのこ とで、 これらを整理し、 独自のフ ァイルを
作成する。 ファイルの整理方法には個人差があるが、 電
子データと紙媒体で整理し、 月 ・ 項日毎に分類する。 そ








② 学校内における指導体制、 会議 ・ 行事の進め方等の
ルール化の導入
教師間で情報を共有し、 互いの指導方法を理解する中



















すりあわせを目的とするよう な無意味な会議 ・ 打ち合わ
せ等を減少させれば、 少なく とも時間的なゆとり を見い





③ 働く意識 ・ 学校文化 (風土) の変革 (スケジュール
管理の徹底)
学校現場では、 経験年数や年齢を経ることにより教職
員と しての力量を高め、 学級担任業務、 各種分掌業務な
ど何事にも効率的に取り組める魅力ある教職員がいる。 





く ない」 という新たな価値観を築く ためにも、 日ごろか







向性の確認 ) 、 提出等の期日の通告を意らないこ とが大
切である。 計画的な仕事の進め方の指示及び進捗状況の
確認例と しては、 「0 0 が△月頃行われます。」 「どのよ
う に進めていきますか? 」 「こう進めるといいのではな
いでしようか。」 「0 0 の準備は順調に進んでいますか? 」
といった声かけが重要である。 また、 健康管理 (長時間
労働の弊害) とコスト感覚の意識付けなどを日頃から話

















学校などでは 「教科の壁」 とも言われるよう に専門性が





























劇」 に陥っていないか、 助言することが大切である。 そ














職員室の会話や、 普段何気ない指導の中に多 く のヒ ント





しかし、 そう した指導技術について、 日々の忙しさの
もあり、 互いが率先して自己の授業工夫などを紹介しあ






技術について説明を求めるきっかけづく り を行う ことも
大切である。 こう した試みは、 個々の指導法の客観的な






また、 このミ ニ研修の目的は、 単なる紹介ではな く
「真似てみよう」 「今度試してみよう」 という思いを喚起





ながる。 個々の教貝の指導力向上は、 学校組織と しての










この取組では、 自分の担当時間外にTT と して授業補
助と して入るのではなく 、 授業単元を交換することによ
り、 指導技術の違いを日の当たりにし、 また、 学習成果
や指導技術力の違いに気づく など、 体験しないと理解で
きないこ とに気づかせるこ とが大切である。 また、 どの





上記のよう な工夫を通じて、 どの教員も、 どの教室で












行事等のスケジュール管理、 教職員の服務管理 ・ 福利厚
生面の管理、 施設管理などを主な任務と し、多忙化が叫
ばれる中で、 より高いリ ーダーシップの発揮が求められ







とする 「多忙化」 「多忙感」 とは別に、 個々の働き方
(の効率性) に起因する 「多忙感」 を自覚させ、 業務の
効率化を促すよう な取り組みについて注日した。 そのよ
う な個々の効率性に起因する 「多忙感」 を自覚させ、







く、多忙を働き方によって解消する (できる/ すべき) 
ものと意識を喚起する必要があり、 教頭はその指導に当
たる立場にあるということが指摘できる。「多忙化」 「多
忙感」 が指摘される中、 今後の学校マネジメ ント を考え
るうえでも重要な部分と言える。 また、 市内の(少なく
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